
事業計画書
	（別紙）

	□(１)　経営形態及び資本又は出資の額

	□(２)　事業開始前に要する用途別資金及びその調達方法

	□(３)　主たる出資者及び議決権の数

	□(４)　10分の１を超える議決権を有する社に関する事項

	□(５)　10分の１を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は100分の33.33333を超える議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業者に関する事項

	□(６)　役員に関する事項

	□(７)　放送番組の編集の基準

	□(８)　放送番組の編集に関する基本計画

	□(９)　週間放送番組の編集に関する事項

	□(10)　放送番組の審議に関する事項

	□(11)　放送番組の編集の機構及び考査に関する事項

	□(12)　災害放送に関する事項

	□(13)　試験、研究又は調査の方法及び具体的計画

	□(14)　試験の放送及び具体的計画

	□(15)　基幹放送の業務を行う事業と合わせ行う事業及び当該事業の業務概要

	□(16)　将来の事業予定

	□(17)　認定期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績


※株式会社（設立中のものを除く。）の場合
	経営形態
	株式会社

	資本又は出資の額
	発行済みの株式の額及びその株式数
	増資予定の期日、額及びその株式数
	増資後の資本の額及びその株式数

	
	
	
	

	
	
	
	


	用途別資金の額
	資金調達の方法

	工事費
	千円
	

	創業費
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


ア　主たる出資者及び議決権の数
	ふりがな
	住　所
	職　業
	議決権の総数に対する議決権の比率
	備　考

	氏名又は名称
	
	
	
	

	
	
	
	％
	


イ　外国人等の占める議決権の数
	ふりがな
	住所
	職業
	総議決権に対する比率
	当該出資者の議決権を有する外国人等の氏名又は名称
	外国人等が当該出資者に占める議決権の比率
	当該外国人等が申請者に対し間接に占める議決権の比率
	備考

	氏名又は名称
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	％
	　
	％
	％
	　

	外国人等の直接に占める議決権のうち1000分の１未満の比率のものの計
	％
	　
	　
	　
	　

	計
	外国人等の直接に占める議決権の比率の計
％
	　
	　
	外国人等の間接に占める議決権の比率の計
％
	　

	合計
	外国人等の直接及び間接に占める議決権の比率の合計
％
	　


	
	氏名又は名称
	議決権の総数に対する議決権の比率
	(Ａ)が地上基幹放送事業者の10分の1を超える議決権又は衛星基幹放送事業者若しくは移動受信用地上基幹放送事業者の100分の33.33333を超える議決権を有する場合、当該事業者の名称
	備　考

	10分の１を超える議決権を有する者

（Ａ）
	
	％
	
	

	
	うち(Ａ)の有する議決権と計算される議決権を有する者

（Ｂ）
	
	％
	
	


	
	氏名又は名称
	他の基幹放送事業者の総議決権に対する比率
	備考

	自らが10分の１を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は100分の33.33333を超える議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業者
（Ａ）
	
	％
	

	
	うち自らの有する議決権と計算される議決権を有する者
（Ｂ）
	
	％
	


	ふりがな
	住　所
	役　名
	担当部門
	兼職
	備　考

	氏　名
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


様式適宜
様式適宜
ア　放送番組表（※テレビジョン放送を行う基幹放送の業務の場合）
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】
	　　曜日 
時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）

	１週間の総放送時間
時間　　分（　　分）
※字幕付与可能な１週間の放送時間
時間　　分（　　分）
※権利処理上の理由等により解説を付すことができない放送番組を除く１週間の放送時間

時間　　分（　　分）
	備考

　　字　　　　時間　　分（　　分）　　％

　　解　　　　時間　　分（　　分）　　％


ア　放送番組表（※１セグメント放送における独立利用を行う場合）

【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】
	曜日 
時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）
	時間　分
（　分）

	１セグメント放送における独立利用の１週間の番組数
番組
	１セグメント放送における独立利用の１週間の総放送時間
時間　　分（　　分）


ア　放送番組表（※データ放送における独自の取組を行う場合）

【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】
	番組番号
	番組名
	放送の開始時間及び終了時間

	
	
	

	番組数計
	　　　　　番組
	


ア　放送番組表（※中波放送、短波放送又は超短波放送を行う基幹放送の業務の場合）
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】
	曜日　
時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）
	時間   分
 （　　分）

	合　計
	１週間の総放送時間
 　　　　   時間    分（    分）
	 備考


ア　放送番組表（※超短波多重放送を行う基幹放送の業務の場合）
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】

	番組番号
	番組名
	放送の開始時間及び終了時間

	
	
	

	番組数計
	　　　　　番組
	


イ　放送の目的別種類による放送時間等
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】

	放送の目的別種類
	１週間の放送時間
	比率
	備考

	報道
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	教育
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	教養
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	娯楽
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	その他
	通信販売
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	
	通販以外
	　　　　時間　　分
	     ％
	

	合計
	　　　　時間　　分
	100.0％
	


ウ　ローカル放送番組

【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】

	(ｱ)　ニュース
	

	番組名
	放送日時

	
	

	合　計
	時間　　分（　　％）

	(ｲ)　天気予報
	

	番組名
	放送日時

	
	

	合　計
	時間　　分（　　％）

	(ｳ)　ニュース、天気予報以外の番組
	

	番組名
	放送日時

	
	

	合　計
	時間　　分（　　％）

	(ｴ)　総合計
	

	総合計 　(ｱ) ＋ (ｲ) ＋ (ｳ)
	時間　　分（　　％）


エ　自社において制作する放送番組、その制作体制

【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】

	自社において制作する放送番組
	他から供給を受ける放送番組
	合　計

	①完全局制作
	②制作会社協力
	③共同制作
	④制作委託
	⑤再放送
	
	

	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

100.0％


オ　他から供給を受ける放送番組の時間帯
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】

	供給者名
	１週間の放送時間（他から供給を受ける放送番組）
	供給に関する協定等の有無

	（ニュース）
放送事業者
小計
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	その他の者
小計
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	計（①）
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	（ニュース以外の番組）
放送事業者
小計
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	その他の者
小計
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	計（②）
	時間　　分（　　　分）　　％
	

	合計（①＋②＝③）
	他社の放送番組　　　　　　時間　　分（　　　分）　　％

	備考
	自社の放送番組　　　　　　時間　　分（　　　分）　　％


カ　外国語放送の放送時間
【平成25年４月　日から平成25年４月　日まで】
	放送言語の区分
	１週間の放送番組数
	１週間の放送時間
	比　　　率

	日本語
英　語
　　語
	　　　　　　番　組
	　時間　　分（　　分）
	　　　　　　％

	合　計
	　　　　　　番　組
	　時間　　分（　　分）
	％


	ふりがな
	住所
	性別
	生年月日
	職業
	備考

	委員の氏名
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	委員総数
	人


様式適宜
様式適宜
（注３）ア　参考資料（※認定の更新の申請の場合）

指定公共機関の指定状況及び地方公共団体との相互応援に関する協定の締結状況
	１　指定地方公共機関の指定状況
	指定を受けた都道府県
	指定日

	
	
	

	２　相互応援に関する協定の締結状況
	協定を締結した都道府県及び市区町村
	締結日

	
	
	


（注３）イ　参考資料（※認定の更新の申請の場合）

緊急地震速報の導入状況（※テレビジョン放送を行う基幹放送の業務の場合）
	導入の有無
	運用開始時期又は導入予定時期
	自動化方式の導入の有無
	運用開始時期又は導入予定時期
	文字スーパー方式の導入の有無
	運用開始時期又は導入予定時期

	
	
	
	
	
	


ア　兼営する事業
	兼営する事業の名称
	事業の概要

	
	


イ　他の事業への出資
	事業者の名称
	資本金
（Ａ）
	事業の概要
	出資の額
（Ｂ）
	出資の比
（Ｂ）／（Ａ）

×100
	備考

	
	百万円
	
	千円
	％
	


ア　視聴覚障害者向け放送の実施計画（字幕放送及び解説放送の実施）
	
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	字幕放送
	％
	％
	％
	％
	％

	解説放送
	％
	％
	％
	％
	％


イ　視聴覚障害者向け放送の実施計画（ＣＭへの字幕の付与、緊急災害時の字幕の付与、手話放送）

様式適宜

この事項において提出が必要となる項目について、以下の表の該当する□に✓印を付けて提出してください。
	事項名
	

	ア　事業の実績
	

	(ｱ)　事業遂行の概要
	□

	(ｲ)　１週間の放送の実施状況（他から供給を受けた放送番組の時間帯）
	□

	(ｳ)　放送番組に関する参考事項（放送法関係審査基準別紙１及び基幹放送普及計画第２の各項目）
	

	(１)　公安及び善良な風俗を害しないこと
	□

	(２)　政治的に公平であること
	□

	(３)　報道は、事実をまげないですること
	□

	(４)　意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにすること
	□

	(５)－１　番組調和の確保
	□

	(５)－２　教育番組10％以上、教養番組20％以上の確保
	□

	(６)　教育的効果を目的とする放送を専ら行う基幹放送局
	□

	(７)　視聴覚障害者向け放送の実施
	□

	(８)　番組基準の制定及び遵守
	□

	(９)　番組審議機関の設置
	□

	(10)　災害放送の実施
	□

	(11)　外国語放送の放送時間
	□

	(12)　同一エリアの他の基幹放送と１／３以上同じ番組にならないこと
	□

	(13)　毎日放送の実施
	□

	(14)　放送番組の供給協定
	□

	(15)　放送番組の主たる利用者
	□

	(ｴ)　その他参考となる事業の概要
	□

	イ　資産、負債及び収支の実績
	□


ア　事業の実績
(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(１)～(４)

	項目
	番組名
	放送年月日
	内容及び指摘の概要
	対応状況

	(１)
	
	
	
	

	(２)
	
	
	
	

	(３)
	
	
	
	

	(４)
	
	
	
	

	その他（参考）
	
	
	
	


ア  事業の実績
(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(８)　番組基準の制定及び遵守
Ａ　番組審議会からの答申又は意見に基づく措置状況
	年  月  日
	答申又は改善意見の概要
	公表の期日及び方法
	措  置  状  況

	
	
	
	


ア　事業の実績

(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(８)　番組基準の制定及び遵守
Ｂ　社内考査機構による番組考査
	番　　組　　名
	放送年月日
	考　　査　　の　　概　　要

	
	
	


ア　事業の実績
(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(８)　番組基準の制定及び遵守
Ｃ　視聴者及び社外モニターによる番組考査
	番組名及び

放送年月日
	指摘事項又はモニター

報告の概要
	番組審議会へ

の報告年月日
	措置状況

	
	
	
	

	参考
	


ア　事業の実績

(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(10)　災害放送の実施

緊急警報放送の実施状況
	実施日
	災害名
	緊急警報信号の送信回数

	
	
	回


ア　事業の実績

(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(14)　放送番組の供給協定
	協定の名称
	協定成立の年月日
	協定の当事者
	備考

	
	
	
	


ア　事業の実績

(ｳ)　放送番組に関する参考事項

(15)　放送番組の主たる利用者
	ふりがな
	住　所
	１年間の利用実績額
	１年間の平均の利用度
	備　考

	氏名又は名称
	
	
	回数
	時間
	

	
	
	千円
	
	秒
	


＜上記の様式を用いる場合＞

※　必要に応じて行を追加して記載してください。また、複数ページになる場合は、下部の別紙番号に枝番号（「別紙(３)ア－１」等））を付してください。
※　必要に応じて朱書き箇所を削除し、申請に係る適切な内容を記載してください。

＜上記の様式を用いない場合＞
※　様式に倣い、各資料の上部中央に項目の主名称を記載してください。

※　様式に倣い、各資料の上部左上に項目の副名称を記載してください。

※　様式に倣い、各資料の下部に提出年、会社名、基幹放送の種類及び別紙番号を記載してください。

